
平成30年９月28日提出

平成３０年９月市議会定例会

説明書・参 考

島 田 市





説 明 書

議案第66号 島田市手数料条例の一部を改正する条例について

平成30年９月に公布された「建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う

関係政令の整備等に関する政令」の施行に伴い、接道規制の適用除外となる建築物に

係る認定申請の審査の手数料を新たに設定する必要が生じたため、条例の一部を改正

し、公布の日から施行しようとするものです。

参考は、別紙のとおりです。



（最終印刷日時：2018/09/19 午後 3 時 57 分）
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新 旧 条 文

例規名

新 条 文
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島田市手数料条例

（免除）

第５条 次に掲げるものは、手数料を徴収しない。

(1)

省略

(3)

(4) 官公署からの請求によるもの（別表44の項から47の項まで、57の項及び58の項

に規定する手数料を除く｡)

(5)

省略

(7)

別表（第２条関係）

番号 手数料を徴収する事

務

名称 種類 区分 金額

省略

47

省略

48 建築基準法第43条第

２項第１号の規定に

基づく建築の認定の

申請に対する審査

建築物の敷地

と道路との関

係の建築認定

申請手数料

申 請 １ 件 に つ き

27,000円

49 建築基準法第85条第

５項の規定に基づく

仮設建築物の建築の

許可の申請に対する

審査

仮設建築物建

築許可申請手

数料

申 請 １ 件 に つ き

120,000円

50

62 省略

63 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律（平成27年

法律第53号）第29条

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料

省略

議案第66号
参 考

～

～

～
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（最終印刷日時：2018/09/19 午後 3 時 58 分）
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対 照 表

旧 条 文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11
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13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

（免除）

第５条 次に掲げるものは、手数料を徴収しない。

(1)

省略

(3)

(4) 官公署からの請求によるもの（別表44の項から47の項まで、54の項及び55の項

に規定する手数料を除く｡)

(5)

省略

(7)

別表（第２条関係）

番号 手数料を徴収する事

務

名称 種類 区分 金額

省略

47

省略

48 建築基準法第85条第

４項の規定に基づく

仮設建築物の建築の

許可の申請に対する

審査

仮設建築物建

築許可申請手

数料

申 請 １ 件 に つ き

120,000円

49

61 省略

62 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律（平成27年

法律第53号）第29条

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料

省略

～

～

～
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１

２

３

４

５

６

７

８

９
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35

36

37

38

39

40

第１項の規定に基づ

く認定の申請に対す

る審査

一戸建て

の住宅以

外の住宅 省略

住宅部

分及び

共用部

分以外

の部分

省略

適合証を

添付しな

い場合で

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令（平成

28年経済

産業省・

国土交通

省令第１

号。以下

この項か

ら65の項

までにお

いて「省

令」とい

う｡)第10

条第１号

イ(1)及び

ロ(1)に規

定する基

準による

審査を行

うとき

省略

省略

省略

64

89 省略

備考

１

～

- 3 -



- 2 -

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12
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19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

第１項の規定に基づ

く認定の申請に対す

る審査

一戸建て

の住宅以

外の住宅 省略

住宅部

分及び

共用部

分以外

の部分

省略

適合証を

添付しな

い場合で

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令（平成

28年経済

産業省・

国土交通

省令第１

号。以下

この項か

ら第64項

までにお

いて「省

令」とい

う｡)第10

条第１号

イ(1)及び

ロ(1)に規

定する基

準による

審査を行

うとき

省略

省略

省略

63

88 省略

備考

１

～
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13
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19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

省略

３

４ 59の項の長期優良住宅建築等計画認定申請手数料 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第

２項の規定により申し出る場合は、59の項に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応

じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

５ 60の項の長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８

条第２項において準用する同法第６条第２項の規定により申し出る場合は、60の項に規定する手数料の

ほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付

するものとする。

６ 61の項の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項

の規定により申し出る場合は、61の項に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、

それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

７ 62の項の低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第

２項において準用する同法第54条第２項の規定により申し出る場合は、62の項に規定する手数料のほ

か、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付す

るものとする。

８ 61の項の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料及び62の項の低炭素建築物新築等計画変更認定申請

手数料 一戸建ての住宅以外の住宅の全体の認定の申請をする場合（当該住宅の全体の認定の申請に加

え、住戸部分の認定の申請を同時に行う場合を含む｡)の手数料の額は、それぞれ、住戸部分、共用部分

並びに住居部分及び共用部分以外の部分に係る手数料の額を合算した額とする。

９ 63の項の建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第30条第２項の規定により申し出る場合は、63の項に規定する手数料のほか、44の項区分の

欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

10 64の項の建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第31条第２項において準用する同法第30条第２項の規定により申し出る場合は、64の項

に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の

手数料を併せて納付するものとする。

11 68の項の屋外広告物許可申請手数料 次に掲げるとおりとする。

(1) ２年を超えて広告物を表示し、又は広告物を掲出する物件を設置しようとする場合における手数料

の額は、この表に掲げる額に100分の150を乗じて得た額とする。

(2) 静岡県屋外広告物条例第13条第１項の許可を受けようとする場合における手数料の額は、この表

に掲げる額に100分の50を乗じて得た額とする。

～
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２
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４

５
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９
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省略

３

４ 58の項の長期優良住宅建築等計画認定申請手数料 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第

２項の規定により申し出る場合は、58の項に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応

じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

５ 59の項の長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８

条第２項において準用する同法第６条第２項の規定により申し出る場合は、59の項に規定する手数料の

ほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付

するものとする。

６ 60の項の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第２項

の規定により申し出る場合は、60の項に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、

それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

７ 61の項の低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第

２項において準用する同法第54条第２項の規定により申し出る場合は、61の項に規定する手数料のほ

か、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付す

るものとする。

８ 60の項の低炭素建築物新築等計画認定申請手数料及び61の項の低炭素建築物新築等計画変更認定申請

手数料 一戸建ての住宅以外の住宅の全体の認定の申請をする場合（当該住宅の全体の認定の申請に加

え、住戸部分の認定の申請を同時に行う場合を含む｡)の手数料の額は、それぞれ、住戸部分、共用部分

並びに住居部分及び共用部分以外の部分に係る手数料の額を合算した額とする。

９ 62の項の建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第30条第２項の規定により申し出る場合は、62の項に規定する手数料のほか、44の項区分の

欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。

10 63の項の建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第31条第２項において準用する同法第30条第２項の規定により申し出る場合は、63の項

に規定する手数料のほか、44の項区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の金額の欄に掲げる額の

手数料を併せて納付するものとする。

11 67の項の屋外広告物許可申請手数料 次に掲げるとおりとする。

(1) ２年を超えて広告物を表示し、又は広告物を掲出する物件を設置しようとする場合における手数料

の額は、この表に掲げる額に100分の150を乗じて得た額とする。

(2) 静岡県屋外広告物条例第13条第１項の許可を受けようとする場合における手数料の額は、この表

に掲げる額に100分の50を乗じて得た額とする。

～
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